（仮称）「障害福祉サービス法」の制定に関する意見書

　 厚生労働省は、身体、知的、精神の障害者施策を一元化する新法（仮称）「障害福祉サービス法」の制定を柱とする改革試案をまとめ、本年１０月開催された社会保障審議会障害者部会に示したところである。この改革試案では、施設での保護中心から地域生活や就労支援とする制度の転換を行い、また、介護保険との統合を視野に入れつつ、サービス提供主体を市町村に統一して均等なサービスを図ろうとするもので、来年の通常国会に新法案の提出を目指すとしている。

　 現行では、障害の種別ごとに分かれ相互に利用できないホームヘルプサービスやデイサービスの改善、利用時間など地域ごとにバラつきがあるサービス内容の格差を解消するための基準の設定、また、必要なサービスの内容や量を決め、進学・就労相談にも応じる総合的なケアマネジメント制度の導入など新たな取り組みが盛り込まれている。一方で、現行の「支援費制度」では、応能負担となっている自己負担金を負担上限は設定するものの利用量に比例する応益負担にするなど、課題もあることから、今後積極的な議論が必要である。

　 よって、本区議会は、政府に対し、（仮称）「障害福祉サービス法」の制定にあたり関係団体等との十分な議論を重ねるとともに、障害者の生活実態に即した自立向上に資する法整備となるよう積極的な取り組みを強く求めるものである。

　 以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。

平成１６年１２月１３日
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